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（趣旨） 

第１条 県の交付する「地域防災力強化推進事業補助金」については、栃木県補助金等交付規則（昭

和３６年栃木県規則第３３号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要領の定めると

ころによる。 
（目的） 

第２条 この補助金は、災害に強い地域づくりを促進するため、地域住民により自主的に結成され防

災活動力を備えた組織（以下「自主防災組織」という。）の育成強化並びに消防団の活性化及び加入

促進を図り、もって地域防災力の強化推進を図ることを目的とする。 
（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）等は、別表のとおりとする。 
（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする市町の長（以下「補助事業者」という。）が、規則第４条の規

定により、提出する書類は、次のとおりとする。 
提 出 す べ き 
申請書の名称 

様  式 部 数 申請書に添付すべ

き 書 類 の 名 称 
様  式 部 数 提 出 期 限 

地域防災力強

化推進事業補助

金交付申請書 

別記様式

第１号 
１ １事業計画書 

２その他関係書類 
別記様式

第２号 
１ 知事が別に

定める日 

（交付決定の通知） 
第５条 補助事業者の交付申請が適当であると認めたときは、速やかに当該補助金の交付決定を行

い、交付の条件等を附して通知するものとする。 
（交付の条件） 

第６条 規則第６条の規定による条件は、次に掲げるとおりとする。 
（１）補助事業の内容の変更（次条の軽微な変更を除く。）をする場合においては、あらかじめ知事

の承認を受けること。 
（２）補助事業の全部又は一部を中止する場合においては、あらかじめ知事の承認を受けること。 
（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合において

は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 
 



（軽微な変更） 
第７条 前条第１号の軽微な変更とは、次に掲げる変更以外のものとする。 
（１）事業費の２割以上の変更 
（２）交付決定額が増額となる事業費の変更 
（事業内容の変更申請等） 

第８条 補助事業者は前条各号に規定する変更及び補助事業の全部又は一部を中止しようとするとき

は、別記様式第３号により知事に申請するものとする。 
           
（実績報告） 

第９条 規則第 13 条の規定により提出する書類は、次の表のとおりとする。 
提出すべき書類の

名称 
様 式 部数 実績報告書に添付すべき書

類の名称 
部数 提出期限 

地域防災力強化推 
進事業補助金実績

報 告 書 

別記様式 
第４号 

１ １支出を証明する書類 
２購入した資機材等の写真 
３その他関係書類 

１ 事業年度

の３月末

日まで 
（補助金の額の確定等） 

第 10 条  前条の規定により実績報告書が提出されたときは、規則第 16 条の規定に基づき交付すべき

補助金の額を確定し、通知するものとする。 
２  補助事業者から提出された実績報告書を審査し、又は現地調査をした結果、補助金交付決定の内

容に適合していないと認めるときは、補助事業者に対し、適合させるための是正措置をとることを

指示するものとする。 
（補助金の交付請求） 

第 11 条 規則第 18 条の規定により提出する書類は、次の表のとおりとする。 
提出すべき請求書

の名称 
様式 部数 請求書に添付すべき書

類の名称 
部数 提出期限 

地域防災力強化推 
進事業補助金交付

請 求 書 

別記様式 
第５号 

１ 1 交付決定通知書の写 
2 確定通知書の写 
3 その他関係書類 

１ 確定通知書受理

後１５日以内 

（証拠書類の保存） 
第 12 条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類等を、補助事業が完了した年度の翌年度

から起算して５年間保存しなければならない。 
（財産処分の制限） 

第 13 条 財産処分の制限に関する期間は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 41 年大

蔵省令第 37 号）」に定める耐用年数に相当する期間とする。 
２ 処分の対象となる財産は、それぞれ１件の取得価格が５０万円を超えるものとする。 
 

附 則 
１ この要領は、平成 21 年度分の補助金から実施する。 
２ この要領は、令和８年３月 31 日限り、その効力を失う。 
３ 防災で育む地域づくり推進事業補助金交付要領及び消防団魅力アップ事業補助金交付要領は、廃

止する。 
 
附 則 

１ この要領は、平成 22 年度分の補助金から実施する。 
 
附 則 



１ この要領は、平成 24 年度分の補助金から実施する。 
 
附 則 

１ この要領は、平成 25 年度分の補助金から実施する。 
 

附 則 
１ この要領は、平成 26 年度分の補助金から実施する。 
 

附 則 
１ この要領は、平成 28 年度分の補助金から実施する。 
 
   附 則 
１ この要領は、平成 29 年度分の補助金から実施する。 
 
   附 則 
１ この要領は、平成 30 年度分の補助金から実施する。 
 
   附 則 
１ この要領は、平成 31 年度分の補助金から実施する。 
 
   附 則 
１ この要領は、令和３年度分の補助金から実施する。 
 

附 則 
１ この要領は、令和５年度分の補助金から実施する。 
 



別表（第３条関係） 
 
補助対象事業名 

 
経費区分及び内容 

 
交付額等 

消防団強化推進

事業 
１ 消防団員確保対策に係る経費 

(1) 消防ポンプ車等安全運転講習 
    機関員（運転手）を目指す団員等の運転技術を向上さ

せるための安全運転講習会受講に要する経費 
(2) 消防ポンプ車等運転支援 

    消防ポンプ車等に設置するドライブレコーダーやバッ

クモニターなど運転支援に係る装備導入に要する経費 
(3) 女性消防団員加入促進 

女性消防団員用制服等、女性用トイレ、更衣室、シャ

ワー室等の整備、軽量化消防ポンプホース等の整備等に

要する経費 

(4) 機能別消防団員・分団制度促進 
機能別消防団員制度の導入に際しての新たな制服及び

装備等の購入に要する経費 
(5) 消防団協力事業所表示制度促進 

消防団協力事業所表示証、消防団協力事業所表示制度の

パンフレット等による普及促進に要する経費 
(6) 消防団活動の環境改善 

   消防団活動における熱中症対策など環境改善に係る資

機材等に要する経費 
(7) その他消防団員確保に有効な事業 

２ 消防団魅力アップ事業に係る経費 
(1) 消防団広報事業 

インターネットホームページ、地元テレビ、広報誌等、広

報活動（写真展、消防自動車の展示等）、火災予防週間等の

街頭ＰＲ等に要する経費 

(2) 少年消防隊等育成支援事業 
少年少女の地域防災活動、制服等の整備、パンフレット

等の作成に要する経費 
(3) 消防団地域交流事業 

消防まつり等各種イベント、独居老人宅等の防火指導等に

要する経費 
(4) 消防団魅力アップ装備品等整備 

アポロキャップ等の消防団の魅力アップにつながる装備

の導入等に要する経費 
(5) その他消防団の魅力アップや活性化に有効な事業 

 

補助対象事業経費に

財政力指数（当該年

度の前３カ年の平均

値）により下記の補

助率を乗じて得た額 
(1) 1.0 以上の市町 

1/3 以内 
(2) 1.0未満～0.65以

上の市町      

 1/2 以内 
(3) 0.65 未満の市町 

2/3 以内 
（限度額は 100 万円

とし、千円未満の端

数切り捨て） 



 
補助対象事業名 

 
経費区分及び内容 

 
交付額等 

自主防災組織強

化推進事業 
１ 自主防災組織育成強化に係る経費 

自主防災組織が地域の防災力の向上を図るため、消防団と

の連携等による防災訓練や防災意識啓発活動を実施するため

の経費 
(1) 防災訓練の実施促進 

会場設営、訓練用資機材、炊出し訓練用食材、訓練用

非常食の購入等 
(2) 避難所運営訓練の実施促進 
  避難所の開設・運営訓練の実施等 

(3) 活動マニュアル等の整備促進 
    地域別活動マニュアル、危険箇所マップ、災害時要援

護者マップの作成等 
(4) 防災意識の啓発促進 

普及啓発資料等の作成、防災学習会の実施等 
(5) 組織設立のためのアドバイザー等派遣 

        組織設立のため指導・助言等を行う外部有識者（アドバイザー等）

の派遣に係る経費 

２ 防災資機材等の整備に係る経費 
  自主防災組織が災害発生時に備え、防災資機材等を整備す

るための経費 
(1) 応急救助活動用資機材の整備 

    消火器、担架、バール、ジャッキ、救急医薬品等 
(2) 避難誘導用資機材の整備 

多言語対応拡声器、メガホン、衛星携帯電話、トラン

シーバー、避難誘導旗、腕章、強力ライト等 
(3) 避難所運営用資機材の整備 

発電機、テント、ラジオ、炊き出し用器具・食器類 
(4) 物資備蓄の促進 

    防災備蓄倉庫、非常食等 
３ 地域防災活動推進員の活動に係る経費 
 市町長から委嘱された推進員に対して支払われる活動費

などの経費 
  （限度額：推進員一人あたり２万５千円） 
 

補助対象事業経費に

財政力指数（当該年

度の前３カ年の平均

値）により下記の補

助率を乗じて得た額 
(1) 1.0 以上の市町 

1/3 以内 
(2) 1.0未満～0.65以

上の市町       

 1/2 以内 
(3) 0.65 未満の市町 

2/3 以内 
（限度額は１００万

円とし、千円未満の

端数切り捨て） 

 



 
 
補助対象事業名 

 
経費区分及び内容 

 
交付額等 

地区防災計画強化

事業 
１ 地区防災計画策定支援に係る経費 

自主防災組織等が、とちぎ地域防災アドバ

イザーなど防災士等の専門家を活用して計画

策定を行うための経費 
 
２ 防災訓練・避難行動要支援者対応等支援に

係る経費 
(1) 地区防災計画に基づく避難訓練や図上訓

練、避難マップづくり、避難所運営訓練、

炊き出し訓練などの様々な防災訓練等にお

いて専門家の指導を受けるための経費 
(2) 避難行動要支援者について、地区防災計画

と個別計画が適切に連携し、避難の支援が

図られるよう、福祉専門職などの指導を受

けるための経費 
 

  

支援対象地区１地区あた

り、補助対象事業経費に 1/2
を乗じて得た額 
（限度額は１地区あたり８

万円とし、千円未満の端数

切り捨て） 



別記様式第１号（第４条） 
 

番  号 
  年  月  日 

 
栃木県知事   様 
 

 
申請者名  市(町)長  

 
 

 地域防災力強化推進事業補助金交付申請書 
 
 

  年度において、下記のとおり地域防災力強化推進事業を実施したいので、 
 

地域防災力強化推進事業補助金交付要領第４条の規定により、補助金の交付を申請 
 
します。 
 

記 
 
１ 事業計画書 
 
２ その他関係書類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記様式第２号の１（第４条関係） 
 

事 業 計 画 書（消防団強化推進事業） 
 
１ 補助対象事業の目的 
 
 
２ 補助対象事業の内容 

 

経費区分 事業の内容 
実施予定 

時期 
事業費 事業費の積算内訳 

     

     

     

 

            計 

  

 

３ 経費の内訳 

                                                              

経費区分 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳 

備考 県補助金 
（Ａ） 

市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

      

      

      

計 
     

 

 

４  事業完了予定年月日                            年    月     日 
 

※予算書の写し及び積算の根拠となるものを添付すること。 

                                                      担当課名 担当者名   

                                                      電話番号 



 
別記様式第２号の２（第４条関係） 
 

事 業 計 画 書（自主防災組織強化推進事業１・２） 
 
１ 補助対象事業の目的 
 
 
２ 補助対象事業の内容 

経費区分 事  業  の  内  容 備     考 
   

   

   

   

※事業内容欄には、具体的な実施内容についても記載すること。 
 

３ 経費の内訳 
 

経 費 区 分 
総 事 業 費 

 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳 備  考 
 県補助金 

（Ａ） 
市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

  
      円 

 
円 

 
円 

 
円 

 

      

      

      

 
合      計 

 

     

 
４  事業完了予定年月日                            年    月     日 

 
※予算書の写し及び積算の根拠となるものを添付すること。 



別記様式第２号の３（第４条関係） 
 
 

事 業 計 画 書（自主防災組織強化推進事業３） 
 
 
１ 補助対象事業の目的 
 
 
 
 
２ 補助対象事業の内容 
 
 
委嘱予定者 
 

消防職員経験者 消防団員経験者 そ の 他 計 
 
      人 

 
人 

 
人 

 
人 

 
委嘱予定期間 活動予定延日数 自主防災組織数 配置基準（小学

校区、自治会等） 
備  考 

 
 

    

 
３ 経費の内訳 
 

 
経費区分 

 

総 事 業 費 
 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳 備  考 
 県補助金 

（Ａ） 
市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

 
 
 

 
 

円 

 
 

円 

 
 

円 

 
 

円 

 

 
合   計 

 

     

 
※予算書の写し及び積算の根拠となるものを添付すること。 
 
 



別記様式第２号の４（第４条関係） 
 
 

事 業 計 画 書（地区防災計画強化事業） 
 
 
１ 補助対象事業の目的 
 
 
 
２ 補助対象事業の内容 
経費区分 対象地区名 事  業  の  内  容 備     考 

    

    

    

    

※事業内容欄には、具体的な実施内容についても記載すること。 
 

３ 経費の内訳 
 

経 費 区 分 
総 事 業 費 

 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳 備  考 
 県補助金 

（Ａ） 
市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

  
      円 

 
円 

 
円 

 
円 

 

      

      

 
合      計 

 

     

※予算書の写し及び積算の根拠となるものを添付すること。 
 



別記様式第３号（第８条関係） 
 

番  号 
   年   月   日 

栃木県知事                    様 
 

申請者   市（町）長 
 

 地域防災力強化推進事業補助金変更（中止）承認申請書 
 

  年  月  日付け栃木県指令消第     号で交付決定された 地域防災力強化推進事業補助金

（                   ）については、事業内容を変更（中止）したいので、地域防災力強化推進事

業補助金交付要領第８条の規定により次のとおり申請します。 
記 

 
１ 変更又は中止しようとする理由 
 
 
２ 変更又は中止の内容 

経費区分 
変 更 の 内 容 

変更前 変更後 
 
 

  

 
３ 変更又は中止後の補助対象事業の経費の内訳 

 
経費区分 

 

総 事 業 費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳  
備  考 

 
県補助金 
（Ａ） 

市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 

 
 

     

 
合      計 

     

※変更又は中止前の額を上段に（ ）書きで記載し、変更又は中止後の額を下段に記載すること。 
 



別記様式第４号の１（第９条関係） 
番  号 

   年   月   日 
 
栃木県知事                    様 
 

申請者   市（町）長 
 

地域防災力強化推進事業補助金実績報告書（消防団強化推進事業） 
 

  年  月  日付け栃木県指令消第   号で交付決定された 地域防災力強化推進事業補助金（消

防団強化推進事業）については、下記のとおり事業を実施したので、栃木県補助金等交付規則第 13
条の規定により、関係書類を添えて報告します。 
 

記 
 

１ 補助対象事業の実績 
経費区分 事業の内容 実施時期 実績事業費 実績事業費の内訳 

 
 

 
 

   

 
 

 
 

   

合   計     

 
２ 補助対象事業の経費の内訳                                          

経費区分 
総事業費 

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 

財 源 内 訳  
備 考 県補助金 

（Ａ） 
市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

 
 

    

 
 

 
 

    

合   計 
 
 

    

※軽微な変更に係る事業費の変更がある場合は、変更前の額を上段に（ ）書きで記載し、 
変更後の額を下段に記載すること。 



別記様式第４号の２（第９条関係） 
番  号 

   年   月   日 
栃木県知事                    様 

申請者   市（町）長 
 

地域防災力強化推進事業補助金実績報告書（自主防災組織強化推進事業１・２） 
 

  年  月  日付け栃木県指令消第   号で交付決定された 地域防災力強化推進事業補助金（自

主防災組織強化推進事業１・２）については、下記のとおり事業を実施したので、栃木県補助金等交

付規則第 13 条の規定により、関係書類を添えて報告します。 
 

                    記 
 
１ 補助対象事業の実績 

経費区分 事  業  の  内  容 備     考 
   

   

   

   

※事業内容欄には、具体的な実施内容についても記載すること。 
 
２ 補助対象事業の経費の内訳                                         

 
経 費 区 分 

総 事 業 費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳 備  考 
 県補助金 

（Ａ） 
市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 

      

      

      

合      計 
     

※軽微な変更に係る事業費の変更がある場合は、変更前の額を上段に（ ）書きで記載し、 
変更後の額を下段に記載すること。 



別記様式第４号の３（第９条関係） 
番  号 

   年   月   日 
 
栃木県知事                    様 
 

申請者   市（町）長 
 

地域防災力強化推進事業補助金実績報告書（自主防災組織強化推進事業３） 
 

  年  月  日付け栃木県指令消第   号で交付決定された 地域防災力強化推進事業補助金（自

主防災組織強化推進事業３）については、下記のとおり事業を実施したので、栃木県補助金等交付規

則第 13 条の規定により、関係書類を添えて報告します。 
 

                    記 
 
１ 補助対象事業の実績 
 

委嘱者 
 

消防職員経験者 消防団員経験者 そ の 他 計 
 
      人 

 
人 

 
人 

 
人 

 
委嘱期間 活動延日数 自主防災組織数 配置基準（小学

校区、自治会等） 
備  考 

 
 

    

 
２ 補助対象事業の経費の内訳 

 
経費区分 

 

総 事 業 費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳 備  考 
 県補助金 

（Ａ） 
市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

 
 
 

 
 

円 

 
 

円 

 
 

円 

 
 

円 

 

 
合   計 

 

     

※軽微な変更に係る事業費の変更がある場合は、変更前の額を上段に（ ）書きで記載し、 
変更後の額を下段に記載すること。 



別記様式第４号の４（第９条関係） 
番  号 

   年   月   日 
栃木県知事                    様 

申請者   市（町）長  
 

地域防災力強化推進事業補助金実績報告書（地区防災計画強化事業） 
 

  年  月  日付け栃木県指令消第   号で交付決定された 地域防災力強化推進事業補助金（地

区防災計画強化事業）については、下記のとおり事業を実施したので、栃木県補助金等交付規則第 13
条の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 
                    記 
 
１ 補助対象事業の実績 

経費区分 事  業  の  内  容 備     考 
   

   

   

   

※事業内容欄には、具体的な実施内容についても記載すること。 
 
２ 補助対象事業の経費の内訳                                         

 
経 費 区 分 

総 事 業 費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

財 源 内 訳 備  考 
 県補助金 

（Ａ） 
市町費 
（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 

      

      

合      計 
     

※軽微な変更に係る事業費の変更がある場合は、変更前の額を上段に（ ）書きで記載し、 
変更後の額を下段に記載すること。 

 
 



別記様式第５号（第 11 条関係） 
 
 

地域防災力強化推進事業補助金交付請求書 
 
 
金               円 

 
  年  月  日 栃木県指令消第     号で額の確定の通知があった 地域防災力強 

 
化推進事業補助金（                ）を上記のとおり交付されるよう、 
 
栃木県補助金等交付規則第 18 条の規定により請求します。 
 

   年    月    日 
 
栃木県知事                    様 

 
住    所 

請求者    名    称                   
                                             代表者名 
 
 
 

振込銀行        銀行      支店 
口座種別 
口座番号 
口座名義 

 
発 行 者 

発行責任者 課長 栃木 太郎 

連絡先 ○○-○○○-○○○ 

 E-mail ○○○＠○○○.jp 

 

担当者 主任 会計 一郎 

連絡先 ○○-○○○-○○○ 

 E-mail ○○○＠○○○.jp 

 
 
 
※（   ）内には、別表の補助対象事業名を記載すること。 
※発行者は押印省略する場合記載 


